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1. 問題の背景と先行研究分類の動機 
最近、大学基礎教育段階での「日本語表現」「言
語表現」などの科目（以下、日本語表現関連科目と
する）が拡大している。これは、大学生の日本語表
現能力に対する社会的な要請の高まりの結果とみな
すこともできる。初年次の必修科目として行われて
いるケースも多い。 
このような日本語表現関連科目の規模的な拡大の
中で、その担い手となる教員の不足が問題となって
いる。この分野を自己の専門としてきた教員は、日
本の大学教育においては極めて少なかった。にもか
かわらず、必修や選択必修の形で科目が広がると、
同時に複数のクラスの開講が求められる。そうなる
と、この科目の担い手は、専門を問わずに学部に所
属する教員の有志をつのるか、回り持ちで義務的に
担当するといった形で集められることが多い。また
は、国語教育や留学生の日本語教育などの「近接」
とみなされやすい分野の教員に、担当要請がくるこ
とが多い。結果的に、この日本語表現関連科目のコ
ース運営においては、専門の異なる複数の教員が集
まって担当するケースが多くなる。そのような状況
下で、コースの設計や運営において、意思疎通の困
難さが顕在化することがたびたび報告される。 
このように、日本語表現関連科目関しては、規模
が拡大し、多様な担い手が関与するようになる一方
で、担い手間でコース設計について意見交換する上
での共通認識や選択肢についての分類と 体系化が
十分になされているとはいえない。いまだに、新た
に関与することになった担い手が、「自分の専門分
野ではないので、どのようなやり方があるかよくわ
からず、自己の言語観に照らして学習目標を設定し、
実践の中で試行錯誤する」という状況に直面するこ
とがないとはいえない。 
このような新規の担い手の負担を軽減し、科目自
体の効果を高めていくためには、状況・目的に応じ
た手法・課題の選択肢を増やすこと、それを専門外
の担い手にもわかりやすい形にして広めることが必
要であろう。 
また、大学生の日本語表現能力は、単に日本語表
現関連科目の中だけで養成されるべきものではなく、
すべての科目の中でレポート作成や口頭発表を通じ
て高められていくべきものだろう。にもかかわらず、
日本の大学の授業における「レポート」課題は、十
分な効果をあげるようには設計されていないことが
指摘されている。たとえば、池田ら（2001: 122）
は、日本の大学授業でのレポートの「旧来のやり方
のまずい点」として、 
①フィードバックがないため、学生は書くこと
を通じて学ぶことができない。  
②コースの最後に一回だけ書かせるという単発
的なやり方のため、学生に書くことのスキル
が身につかない。  
③「レポート」という単一のカテゴリーにすべ
てのライティングを押し込めているために、
学生は目的に応じた文章の書き方を意識する
ことを身につけることができない。 
という 3 点を挙げている。このような指摘をみると、
日本の大学においては、意識的に学習者の日本語表
現能力を高めるための課題開発やコース設計という
発想が、広範囲の教員に根づいているとはいえない
ことがわかる。 
 このような社会的要請と大学の現状から考えてみ
ると、大学において、日本語教育などの言語教育に
従事する教員が、今後異なる背景の教員とともに協
働でコースや課題を開発する必要性は増してくると
いえるのではないだろうか。それに際して、異なる
背景の担い手間の大学生の日本語に対する期待を整
理し、言語教育分野以外を含む各教員がどのような
発想でコースを設計していたかを要素化して分類し
てみることが、互いの意思疎通や合意形成を容易に
し、機関ごとの学習者の状況に応じたコースと課題
の協働設計を広範囲に実現させるために、ひとつの
ステップとなりえるだろう。そこで、本発表では、
日本語表現関連科目の早い時期からの実践を扱った
先行研究の内容分析を行い、その結果をもとに、コ
ースと課題の協働設計へ向けた提言を試みたい。 
 
2. 設計の大分類と分析の対象 
2.1 背景理論と志向性による仮分類 
まず、日本語表現関連科目にどのような手法と
設計がありうるかを広く考える上で、設計の背景と
なる理論・志向性による仮の大分類を試みる。 
以下は、先行事例の設計を、背景理論・志向性
をもとに以下の①～⑥に仮分類し、特徴を述べる。 
① 「論述作文」系列 
ここで「論述作文」系列とは、80 年代初頭の一
般教育学会における課題研究部会「大学教育におけ
る論述作文、読書及び対話・討議に関する意味づけ
と方策」の一連の活動成果として公表された実践を
指す。これは、ハーバード大学文理学部コア・カリ
キュラム改革案要旨（読み書きを兼修科目とし、コ
アと作文の専門教師の 2 人を配置）をモデルとし、
論述作文（expository writing）の実践の必要性をう
ったえたものである。読み書きを、大学教育にとっ
ての補助的手段の補強にとどまらず、「教養」の育
成、究極的には人間形成にかかわる問題の打開につ
ながるものとして見ている点に特徴がある。 
② 「言語技術」系列 
ここでの「言語技術」系列とは、「パラグラフ・
ライティング」を推し進める実践を指す。人に伝え
るコミュニケーションの手段の育成として文章表現
教育を捉え、木下是雄の強調した「序論本論結論」
「目標規定文」を重視している。この流れは、テク
ニカル･ライティングの指導、高橋昭雄の提唱する
「仕事の文章」、向後千春の提唱する「実用文」の
指導につながる。 
③ 「学習技術」系列 
ここで「学習技術」系列とは、単なる文章表現指
導の枠を超え、認知科学や教育工学の成果やプロセ
ス・アプローチの理論を踏まえて、学習のための技
術としての言語表現指導をめざすものを指す。近年、
初年次教育（基礎ゼミナールなどを含む）の中で取
り上げられることの多い分野である。 
④ 「専門日本語」JSP 系列 
ここで「専門日本語」JSP 系列とは、大学院留学
生対象の日本語教育を中心に行われている手法で、
ESP・EAP のジャンル分析の手法を採用し、分野別
語彙の選定や橋渡しクラスの実施、アカデミック・
ライティング教材の作成などで実績をあげている。 
⑤ アカデミック･ジャパニーズ AJ 系列 
ここで「アカデミック･ジャパニーズ」AJ 系列と
は、学部留学生、さらには日本語母語話者大学生ま
でを対象と捉えた日本語表現能力育成の動きを指し、
言語表現の練磨を通じた論理的･批判的思考能力の
育成を強調する点に特徴がある。 
⑥ 「ことば」系列 
このほかに、おもに文学・文芸を専門とする教
員によって行われた一連の実践の蓄積がある。読解
においては鑑賞の重視、産出においては「○○と
私」といった自己表現の重視に特徴がある。ここで
は、これらを「ことば」系列と呼ぶ。 
本発表では、上記の分類のうち、①～③を中心
に論文の内容分析を行う。これらは、日本語教育分
野では、まだあまり詳しく知られていないと考えた
ためである。 
2.2 分析の対象 
内容分析の対象は、『一般教育学会誌』『大学教育
学会誌』に 1980～2002 年に掲載された基礎教育で
の作文・言語表現育成を目指す授業実践 14 編（稿
末資料 1 参照）とした。この分析の結果を 3 章で述
べる。これに④、⑤の分野からの示唆も加え、4，5
章においては課題のデザインについて考えたい。 
 
3. 先行研究の内容分析の結果 
3.1 大学生の日本語の「問題」 
まず、先行研究 14 編において、日本語表現関連
科目の設計に際して、大学生の日本語能力の何を解
決すべき問題とみなしているかについて、論文の表
現から要素の抽出を行った。 
大学生の言語能力への批判と言語能力「低下」
の原因帰結に関して、学習者の問題としては以下の
ような要素が抽出された。 
 語彙・表現（力） 
 論理性、知識の結合・展開  
 知識・内容・問題意識・関心 
 思考の画一化、主客未分 
 「人それぞれ」信仰 
 意欲・態度・取り組む姿勢 
 習慣（読書・引用・議論）欠落 
 また、体制の問題としては、下記の 3 分野への疑
問と批判が提示された。 
 高校教育への疑問 
 国語教育への疑問 
 大学教育への疑問  
3.2 科目の目的と何を重点的に養成するか 
先行研究においては、科目の「目的」と見なせる
記述として、下記のような要素が挙げられた。 
・初期(1980 年代前半)の授業実践から 
 「教養」との関わり 
 読解力・把握力・要約 
 知識、知識の総合、論理性 
 社会性・問題意識・経験 
 分析・思考能力と思考・理解の可視化 
 自己の対象化、内省 
 習慣形成、やり方の体験 
・90 年代以降の「言語技術」「学習技術」系列の
授業から 
 表現・伝達能力、正確さ 
 書き手読み手のコミュニケーション 
3.3 運営形態による分類と問題点・改善案の分類 
運営形態による分類からは、以下のような各要
素を含む事例があった。 
 科目の別が必修･選択･選択必修 
 担当教員 1～数十名（最大は高知大学事例） 
 言語教育専門家の有・無 
 教員有志が担当する事例・所属教員全員が担
当する事例 
 クラス数１～77（最大は高知大学の事例） 
 人数 5～80 人（20～30 人のクラスが主） 
 チューター配置（1 事例のみ） 
運営上の問題点としては、下記が挙げられた。 
 必修化すると多クラスになる 
 教員数の確保が問題 
 複数クラスの内容統一が問題 
 「添削の負担」が大きい 
 教員が専門外の場合の負担が大きい 
改善策提案としては、以下の指摘があった。 
 共通教材、教師研修（複数の論文から） 
 中規模クラス＋ティーチング・アシスタント
の配置(向後 2002) 
 ベーシック・コース設定による内容の統一(向
後 2002) 
 
4. 課題のデザインの選択肢についての提案 
4.1 先行研究に見られた「期待」と設計の発想 
先行研究の分類から、初期の実践においては、
「日本語能力育成」の中に思考力や意欲、問題意識、
知識などの幅広い要素を盛り込んでいることがうか
がえた。これらは、教員によって「問題」であり
「学習の目的」として選ばれた要素であると同時に、
教員からの大学生の日本語への「期待」の表れとも
見なしうる。 
一方で、実施においては教師による「添削」の負
担の大きさ、運営において複数クラスの内容統一と
教員の確保の困難さが、広く指摘されていることが
わかった。言語教育以外の分野の教員にとっては、
「書かせる→教師が添削して返却する→全体に講評
する」という流れを繰り返す型が、授業実践として
発想しやすいという傾向も読み取れた。 
4.2 課題設計の発想を変える 
ここで表れた手法に加え、上述の④、⑤の分野の
実践からの示唆も加えて、課題の選択肢と組み合わ
せについて考察したい。 
たとえば、大学教員の多くは「学習者は問題意識
も理解力も語彙も貧困だから、新聞記事の要約をや
らせよう」という発想を持つ。この発想で設計を行
うと、 
(1)新聞記事の「要約」を授業内で書かせて提出
⇒翌週までに教員が添削して返却 
⇒授業内で「良い例」の提示＋講評 
⇒これと同様に毎週記事を変えて繰り返す 
というような形態になりやすい。この形態だと、た
とえ少人数でも、毎週の添削作業の負担は相当なも
のになる。また、学習者は、「添削・評価される立
場」に常にあることになる。 
この設計に、学習技術の分野やアカデミック・ジ
ャパニーズの分野で用いられる手法をもとに工夫を
加えると、たとえば、 
(2)まず「小論文」を書かせる 
⇒小論文と同テーマの記事 2 種の比較、他の
論点の発見・マップ化による論点の整理 
⇒「口頭発表」や「討論による問題点の共有
を経て再度「小論文」を書くか自己添削 
⇒学習者間の相互評価⇒自己点検・振り返り 
⇒講評（「ことば」「内容」両面から）＋「大
学生」への期待の明示、将来のジャンルで
どの点が重要かについての明示的説明 
といったものが一例として考えられる。すなわち、
一方向的な評価・添削に留まらず、ある事柄につい
て多様なアプローチで取り組み、自己と他者の見方
を比較する機会を盛り込み、教員－学習者間に加え
て学習者同士、学習者とティーチング・アシスタン
ト間などの相互行為を通じた多様なフィードバック
を繰り込むことが可能であろう。 
 このように、言語教育以外の多様な背景を持つ担
い手との間で、ある課題についての多様な課題設定
の選択肢とその組み合わせを共有することが、この
種の科目の発展につながるのではないだろうか。 
 
5. まとめ 
本発表をもとに、日本語表現関連科目の異なる
背景の担い手間においてコースの協働設計が容易に
なるように、授業デザインを考える上で留意すべき
点について、以下のようにまとめた。 
 科目における「日本語力」への期待・科目
の目的・科目の位置づけを明確にする 
 その科目では伝達・説得重視か、 思考・理
解・知識結合過程の可視化を重視するか 
 課題の配列のし方とその文章ジャンルや活
動が引き起こす相互行為を意識する 
 教員－学習者間、学習者間、学習者－ティ
ーチング・アシスタント間などの相互行為
を通じた多様なフィードバックを入れ込む 
 単発型作文からプロセス・繰り返しを重視
した螺旋型の設計へと発想を拡大する 
 運営体制と授業改善のサイクルを検討する 
 「コト/内容」「ことば」「伝達」「思考・理
解」の各側面の学習の統合を検討する 
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